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監
　
査

不
正
リ
ス
ク
対
応
基
準
の
審
議
、

終
了
─
企
業
会
計
審
議
会
監
査
部
会

税
　
務

消
費
税
率
引
上
げ
に
関
す
る
改

正
消
費
税
法
施
行
令
等
、
公
布

会
　
計

代
替
的
な
減
損
モ
デ
ル
が
示
さ

れ
る
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、
金
融
商
品
専
門
委

去
る
３
月
13
日
、
企
業
会
計
審
議

会
は
第
34
回
監
査
部
会（
部
会
長
：

脇
田
良
一
・
名
古
屋
経
済
大
学
大
学

院
教
授
）を
開
催
し
た
。

不
正
リ
ス
ク
対
応
基
準

前
回
の
議
論（
本
誌
２
０
１
３
年

３
月
20
日
号（
№
１
３
４
２
）情
報
フ

ラ
ッ
シ
ュ
参
照
）を
踏
ま
え
た「
監
査

基
準
の
改
訂
及
び
監
査
に
お
け
る
不

正
リ
ス
ク
対
応
基
準
の
設
定
に
つ
い

て
」が
、
事
務
局
か
ら
示
さ
れ
、
最

終
審
議
が
行
わ
れ
た
。

中
間
監
査
・
四
半
期
レ
ビ
ュ
ー
と

の
関
係
に
つ
い
て
は
、
前
回
示
さ
れ

た
案
ど
お
り
、
中
間
監
査
に
は
準
用

し
、
四
半
期
レ
ビ
ュ
ー
に
は
適
用
し

な
い
こ
と
と
さ
れ
た
。

ま
た
、
財
務
諸
表
全
体
に
関
連
す

る
不
正
リ
ス
ク
が
識
別
さ
れ
た
場
合

に
監
査
計
画
に
組
み
込
む
こ
と
が
必

要
と
さ
れ
て
い
る
、
企
業
が
想
定
し

な
い
要
素
の
例
に
つ
い
て
は
、「
抜
き

打
ち
の
監
査
手
続
」と
の
表
現
を
使

わ
ず
、「
予
告
な
し
に
往
査
す
る
こ

と
」と
修
文
さ
れ
た
。

３
月
26
日
開
催
の
企
業
会
計
審
議

会
総
会
で
最
終
的
に
議
決
さ
れ
る
見

込
み
。

有
報
等
の
提
出
期
限
の
承
認

「
不
正
リ
ス
ク
に
対
応
し
必
要
な

監
査
手
続
を
実
施
し
た
場
合
に
、
有

報
等
の
提
出
が
遅
れ
る
可
能
性
が
あ

る
」と
の
懸
念
に
対
応
し
、
事
務
局

か
ら
企
業
内
容
等
開
示
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の
改
正
案
が
示
さ
れ
た
。

有
報
の
提
出
期
限
は
、
金
商
法
24

条
で「
事
業
年
度
経
過
後
３
月
以
内
」

と
さ
れ
、
や
む
を
得
な
い
理
由
が
あ

る
場
合
に
は
延
長
が
認
め
ら
れ
て
い

る
が
、
こ
の「
や
む
を
得
な
い
理
由
」

に
つ
い
て
、
不
正
リ
ス
ク
等
に
対
応

し
て
追
加
的
な
監
査
手
続
が
必
要
な

た
め
監
査
報
告
書
を
受
領
で
き
な
い

場
合
、
な
ど
が
該
当
す
る
こ
と
を
明

示
し
て
い
る
。
な
お
、「
発
行
者
が
そ

の
旨
を
公
表
し
て
い
る
」こ
と
も
条

件
と
さ
れ
、
投
資
家
へ
の
ア
ナ
ウ
ン

ス
に
も
配
慮
さ
れ
て
い
る
。

去
る
３
月
13
日
、「
消
費
税
法
施
行

令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
」（
政
令

56
号
）が
、
３
月
18
日
、「
消
費
税
法

施
行
規
則
及
び
消
費
税
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
」（
財
務
省
令
６
号
）

が
公
布
さ
れ
た
。

こ
れ
は
、
昨
年
８
月
22
日
公
布
の

「
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等

を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行

う
た
め
の
消
費
税
法
の
一
部
を
改
正

す
る
等
の
法
律
」（
平
成
24
年
法
律
68

号
）等
に
対
応
す
る
も
の
。
特
定
新

規
設
立
法
人
の
納
税
義
務
の
免
除
の

特
例（
消
法
12
の
３
）に
つ
い
て
の
細

目
を
定
め
る
と
と
も
に
、
特
に
政
令

で
は
消
費
税
率
引
上
げ
に
係
る
経
過

措
置
に
つ
い
て
、
主
に
次
の
よ
う
な

内
容
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

政
令
へ
委
任
さ
れ
て
い
た
部
分

・
工
事
の
請
負
に
係
る
契
約
に
類
す
る

契
約
は
、
測
量
、
地
質
調
査
、
工
事

の
施
工
に
関
す
る
調
査
、
企
画
お
よ

び
立
案
、映
画
の
製
作
、ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
の
開
発
等
に
係
る
契
約
と
す
る

・
資
産
の
貸
付
け
に
係
る
契
約
の
要
件

等
を
定
め
る

政
令
に
よ
る
規
定

・
平
成
25
年
10
月
１
日
前
に
締
結
し
た

書
籍
等
の
予
約
販
売
契
約
に
基
づ

き
、
平
成
26
年
４
月
１
日
前
に
対
価

を
領
収
し
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
、

同
日
以
後
に
課
税
資
産
の
譲
渡
等
が

行
わ
れ
る
場
合
に
は
、
消
費
税
の
税

率
は
、
改
正
前
の
税
率
と
す
る
等
の

経
過
措
置
を
設
け
る

去
る
３
月
19
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
、
第
１
０
０
回
金
融
商
品

専
門
委
員
会
を
開
催
し
た
。

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
公
開
草
案

「
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
の
契
約
更
改
と

ヘ
ッ
ジ
会
計
の
継
続
」

本
年
２
月
28
日
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
39
号
・

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
の
修
正
案
が
公
表
さ

れ
た（
本
誌
２
０
１
３
年
３
月
20
日

号（
№
１
３
４
２
）情
報
フ
ラ
ッ
シ
ュ

参
照
）。

ヘ
ッ
ジ
手
段
に
指
定
さ
れ
た
デ
リ

バ
テ
ィ
ブ
契
約
の
相
手
方
が
、
新
た

な
法
律
・
規
則
の
導
入
を
受
け
、
中

央
清
算
機
関（
Ｃ
Ｃ
Ｐ
）に
契
約
更
改

さ
れ
る
場
合
、
一
定
の
要
件
を
満
た

せ
ば
ヘ
ッ
ジ
会
計
の
中
止
に
該
当
し

な
い
と
い
う
提
案
が
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
に
対
し
、
事
務
局
か
ら
支
持
の

方
向
性
が
示
さ
れ
た
。

Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
公
開
草
案「
信
用
損
失
」

現
在
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
Ｃ
Ｅ
Ｃ
Ｌ
モ

デ
ル
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
３
バ
ケ
ッ
ト
減

損
モ
デ
ル
を
基
礎
と
す
る
減
損
モ
デ

ル
を
開
発
す
る
方
向
へ
と
進
み
つ
つ

あ
る
。
事
務
局
は
、
共
通
の
減
損
モ

デ
ル
を
開
発
す
る
こ
と
を
依
然
支
持

し
、
そ
の
た
め
に
見
積
ら
れ
た
予
想

損
失
の
認
識
に
つ
い
て
、
次
の
代
替

案
を
示
し
た
。

代
替
案
Ａ
：
Ｃ
Ｅ
Ｃ
Ｌ
モ
デ
ル
を
基
礎

と
し
て
、
購
入
時
に
信
用
状
態
が
毀

損
し
て
い
る（
Ｐ
Ｃ
Ｉ
）金
融
資
産
の

取
扱
い
を
、ラ
イ
フ
タ
イ
ム
Ｐ
Ｄ（
デ

フ
ォ
ル
ト
率
）が
一
定
程
度
高
い
、

originated loan

（
例
：
長
期
住

宅
ロ
ー
ン
）に
拡
大
す
る
。

代
替
案
Ｂ
：
３
バ
ケ
ッ
ト
モ
デ
ル
を
基

礎
と
し
て
、
次
の
よ
う
な
修
正
を
加

え
る
。

⑴　
バ
ケ
ッ
ト
１
と
バ
ケ
ッ
ト
２・３

の
線
引
き
を
、
信
用
の
質
の
絶
対

的
水
準
で
定
義
す
る
。

⑵　
バ
ケ
ッ
ト
１
の
減
損
認
識
に
つ

い
て
、
１
年
に
限
定
し
な
い
。

金
　
融

ユ
ー
ロ
圏
と
ロ
シ
ア
の
駆
引
き
と

な
る
キ
プ
ロ
ス
支
援
問
題

債
務
危
機
に
陥
っ
た
ユ
ー
ロ
圏
の

キ
プ
ロ
ス
の
議
会
は
、
ユ
ー
ロ
圏
財

務
相
会
合
で
出
さ
れ
た
支
援
条
件
の

預
金
課
税
法
案
を
否
決
し
た
。
３
月

16
日
の
ユ
ー
ロ
圏
財
務
相
会
合
で
出

さ
れ
た
支
援
条
件
は
、
10
万
ユ
ー
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簿
記
や
会
計
は
何
だ
ろ
う
。
簿
記

で
は
、
資
産
・
負
債
・
純
資
産
の
増

減
を
、
あ
わ
せ
て一定
期
間
内
の
収
益・

費
用
も
記
帳
す
る
。
簿
記
の
ポ
イ
ン

ト
は
①
記
録（recording

）と
②
計
算

（reckoning

）に
あ
る
と
考
え
ら
れ

る
。
さ
ら
に
会
計
で
は
こ
れ
に
③
報
告

（reporting

）を
追
加
し
て
３
Ｒ
と

し
、
利
害
調
節
機
能
を
認
め
る
、
と

今
か
ら
40
年
以
上
も
前
で
あ
る
が
会

計
学
の
授
業
で
習
っ
た
。

会
計
の
本
質
は
３
Ｒ
に
あ
る
こ
と
に

は
変
わ
り
は
な
い
と
思
う
の
で
あ
る

が
、
い
つ
の
間
に
か
現
在
で
は
、
③
報

告
面
が
重
視
さ
れ
る
世
の
な
か
に
な
っ

て
い
る
。
も
っ
と
①
記
録
が
重
視
さ
れ

て
も
い
い
の
で
は
な
い
か
と
常
日
頃
に

思
っ
て
い
た
ら
、
た
ま
た
ま
政
治
家
の

市
川
房
江
の
考
え
方
に
深
く
触
れ
る

機
会
が
あ
っ
た
の
で
報
告
し
よ
う
。

市
川
房
江（
１
８
９
３
─
１
９
８
１
）

は
現
在
の
愛
知
県
一宮
市
の
農
家
の
３

女
に
生
ま
れ
、
県
立
女
子
師
範
学
校

を
卒
業
後
、
小
学
校
教
員
、
闘
病
生

活
、
中
日
新
聞（
現
社
名
）記
者
を
経

て
、
１
９
１
９
年
に
平
塚
雷ら

い
て
う鳥
と「
新

婦
人
協
会
」を
創
立
、
治
安
警
察
法

改
正
運
動
を
お
こ
す
。
１
９
２
２
年

に
は
渡
米
し
、
働
き
な
が
ら
婦
人
運

動
や
労
働
運
動
を
学
ぶ
。
１
９
２
４

年
以
降
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ（
国
際
労
働
局
）東

京
支
局
開
設
に
伴
う
職
員
、
婦
選
運

動
を
推
進
、
１
９
５
３
年
の
第
３
回

参
議
院
選
挙
に
東
京
地
方
区
か
ら
立

候
補
し
当
選
、
１
９
８
１
年
に
心
筋

梗
塞
の
た
め
議
員
在
職
の
ま
ま
死
去

し
た
。

こ
こ
ま
で
は
40
歳
以
上
の
読
者
で
あ

れ
ば
ご
存
じ
の
こ
と
で
あ
ろ
う
。
そ
こ

で
筆
者
が
深
く
感
銘
し
た
の
は
、
政

治
家・市
川
房
江
に
は
申
し
訳
な
い
が
、

実
は
特
に
彼
女
の
卓
越
し
た
ビ
ジ
ネ
ス

能
力
に
あ
る
。

ま
ず
プ
ロ
フ
ェッ
シ
ョ
ナ
ル
出
身
。
当

時
と
し
て
は
限
ら
れ
た
女
性
の
プ
ロ

フ
ェッ
シ
ョ
ナ
ル
だ
っ
た
教
員
資
格
を
得

た
。
教
員
と
し
て
人
生
を
ま
っ
と
う
す

る
こ
と
も
で
き
た
が
、
彼
女
は
さ
ら
に

ジ
ャ
ー
ナ
リ
ス
ト
と
し
て
中
日
新
聞
社

で
の
女
性
第
１
号
の
記
者
と
な
っ
た
。

加
え
て
英
語
と
い
う
コ
ミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
力
で
あ
る
。
早
い
機
会
に
英
語
の
勉

強
会
に
参
加
し
、
米
国
に
滞
在
の
折

に
は
婦
人
参
政
権
運
動
の
指
導
者
ア

リ
ス
・
ポ
ー
ル
と
知
り
あ
う
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ

東
京
支
局
の
就
職
の
際
に
も
英
語
力

が
寄
与
し
た
の
で
あ
ろ
う
。

し
か
し
、
彼
女
の
ビ
ジ
ネ
ス
能
力
の

な
か
で
特
に
評
価
し
た
い
の
が
会
計
重

視
の
姿
勢
で
あ
る
。
平
塚
雷
鳥
と「
新

婦
人
協
会
」を
創
立
し
た
が
、
平
塚

雷
鳥
が
特
に
高
く
評
価
し
た
の
が
市

川
房
江
の
経
理
能
力
だ
っ
た
。
政
治
活

動
を
す
る
人
に
は
常
人
の
感
覚
か
ら

か
け
離
れ
た
人
が
少
な
く
な
い
が
、
そ

う
い
う
者
の
政
治
運
動
は
概
し
て
長
続

き
し
な
い
か
ら
で
あ
る
。

現
在
で
も
た
と
え
ば
4
億
円
の
出

所
が
わ
か
ら
ず「
秘
書
が
、秘
書
が
…
」

と
言
う
元
幹
事
長
や
、
母
か
ら
贈
与

を
受
け
た
の
を
申
告
忘
れ
し
て
後
日
に

６
億
９
７
０
万
円
の
贈
与
税
を
慌
て
て

納
付
し
た
元
首
相
が
い
た
が
、案
の
定
、

そ
ん
な
組
織
は
持
続
し
な
い
。

そ
の
点
、
市
川
房
江
は
①
記
録
の

重
要
性
を
特
に
重
視
し
て
、
寄
付
金

や
会
費
の
受
領
や
支
出
な
ど
を
帳
簿

に
き
っ
ち
り
と
記
録
さ
せ
た
。

実
は
、
彼
女
が
指
導
し
て
書
か
せ

た
と
い
う
仕
訳
帳
が
、
婦
選
会
館
の
地

階
倉
庫
に
保
存
さ
れ
て
い
る
。
１
年
に

１
冊
ず
つ
、
十
数
年
に
わ
た
る
。
革
の

背
表
紙
で
、
金
文
字
で
仕
訳
帳
と
あ

り
、
イ
ン
ク
で
の
手
書
き
で
あ
る
。
当

時
と
し
て
は
な
か
な
か
高
価
で
あ
っ
た

と
思
わ
せ
る
。
今
の
目
で
見
る
と
帳
簿

は
仕
訳
帳
と
い
う
よ
り
は
、
総
勘
定

元
帳
に
勘
定
口
座
を
設
定
し
、
そ
こ

に
発
生
順
に
記
録
す
る
形
式
に
な
っ
て

い
る
。市

川
房
江
が
自
ら
の
手
弁
当
選
挙

の
や
り
方
を
理
想
選
挙
と
い
う
に
は
、

彼
女
の
卓
越
し
た
プ
ロ
フ
ェッ
シ
ョ
ナ
ル

性
、
英
語
力
、
そ
し
て
帳
簿
重
視
が

背
景
に
あ
る
の
で
あ
る
。

（
愛
知
工
業
大
学　

岡
崎　
一浩
）

あんな話 こんな話

市川房江の
簿記の教え
市川房江の
簿記の教え

ロ
超
の
預
金
者
か
ら
は
９
・
９
％
、

そ
れ
以
下
の
預
金
者
か
ら
は
６
・

７
５
％
の
課
徴
金
を
１
回
に
限
っ
て

徴
収
し
、
預
金
利
息
に
も
20
～
30
％

課
税
し
、
法
人
税
も
10
％
か
ら
12
・

５
％
に
増
税
、
さ
ら
に
肥
大
化
し
す

ぎ
た
銀
行
業
界
の
規
模
縮
小
を
求
め

る
も
の
。
こ
の
よ
う
に
預
金
者
に
直

接
負
担
を
強
い
る
と
い
う
極
め
て
強

い
措
置
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
こ
と

も
あ
り
、
議
会
で
は
賛
成
者
ゼ
ロ
の
圧

倒
的
多
数
で
否
決
と
な
っ
た
。

キ
プ
ロ
ス
国
内
で
は
、
実
質
的
な

預
金
封
鎖
と
な
る
銀
行
休
業
や
Ａ
Ｔ

Ｍ
で
の
顧
客
の
混
乱
が
続
い
て
い
る

が
、
市
場
で
は
今
回
の
キ
プ
ロ
ス
の

件
は
、
過
去
の
ユ
ー
ロ
債
務
危
機
と

は
異
な
る
と
み
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ

ま
で
の
支
援
対
象
国
と
比
べ
る
と
キ

プ
ロ
ス
自
体
の
経
済
規
模
が
小
さ
く
、

支
援
額
も
こ
れ
ま
で
の
対
象
国
に
比

べ
れ
ば
小
さ
い
点
も
あ
る
。
そ
れ
以

上
に
キ
プ
ロ
ス
の
債
務
危
機
を
特
徴

づ
け
る
の
は
、
今
回
の
キ
プ
ロ
ス
の

場
合
、
預
金
者
の
う
ち
ロ
シ
ア
な
ど

ユ
ー
ロ
圏
以
外
の
国
籍
の
割
合
が
少

な
く
み
て
も
３
割
も
し
く
は
そ
れ
以

上
と
大
き
く
、
ユ
ー
ロ
圏
は
１
割
に

も
満
た
な
い
と
い
う
事
情
が
あ
る
。

ギ
リ
シ
ア
や
ス
ペ
イ
ン
の
場
合
、

フ
ラ
ン
ス
や
ド
イ
ツ
と
い
っ
た
ユ
ー

ロ
圏
で
は
む
し
ろ
支
援
に
回
る
べ
き

国
の
銀
行
が
、
危
機
に
よ
る
直
接
の

影
響
を
被
る
状
況
だ
っ
た
点
に
比
べ

れ
ば
、
ユ
ー
ロ
圏
に
と
っ
て
深
刻
さ

は
異
な
る
。
ま
た
キ
プ
ロ
ス
の
中
央

銀
行
総
裁
が
金
融
機
関
の
整
理
・
再

建
策
を
公
表
、
銀
行
の
持
つ
資
産
を

優
劣
で
分
類
し
、
い
わ
ゆ
る「
グ
ッ

ド
バ
ン
ク
」と「
バ
ッ
ド
バ
ン
ク
」に

分
離
し
て
、「
グ
ッ
ド
バ
ン
ク
」を
売

却
し
て
銀
行
再
編
資
金
を
捻
出
す
る

も
の
と
み
ら
れ
、
実
際
に
３
月
22
日

に
は
ギ
リ
シ
ア
大
手
の
ピ
レ
ウ
ス
銀

行
が
、
ギ
リ
シ
ア
国
内
に
キ
プ
ロ
ス

上
位
銀
行
が
持
つ
支
店
を
落
札
し
た

こ
と
が
報
道
さ
れ
て
い
る
。

し
た
が
っ
て
、
今
回
の
キ
プ
ロ
ス

銀
行
危
機
の
問
題
は
、
ユ
ー
ロ
圏
と

ロ
シ
ア
の
間
で
キ
プ
ロ
ス
支
援
を
め

ぐ
る
支
援
の
駆
引
き
と
い
っ
た
側
面

も
焦
点
と
な
る
公
算
が
大
き
い
。

証
　
券

３
本
の
矢
が
放
た
れ
る
時
期
へ
突
入

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
勢
い
は
ど
こ
ま

で
続
く
の
か
。
今
年
、
第
１
四
半
期

の
日
本
株
は
ほ
ぼ
一
本
調
子
の
上
昇

と
な
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
推
移
を
示

し
た
の
は
他
に
は
ア
メ
リ
カ
株
だ
け

で
あ
る
。株
価
が
上
が
っ
て
い
れ
ば
、

円
安
・
ド
ル
高
の
進
行
に
も
ア
メ
リ

カ
は
文
句
を
い
わ
な
い
だ
ろ
う
。

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
３
本
の
矢（
金

融
緩
和
、
財
政
出
動
、
成
長
戦
略
）

は
ま
だ
何
１
つ
放
た
れ
て
い
な
い
の

に
、
雰
囲
気
だ
け
で
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
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この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2013年
3月19日

民法（債権関係）の改正に関する中
間試案（概要付き）

法務省
民事局
参事官室

「民法（債権関係）の改正に関する中間試案」について、事務局の文責
において、各項目ごとにポイントを要約して説明する「（概要）」欄を
付したもの。

―

2013年
3月22日

「消費税の円滑かつ適正な転嫁の
確保のための消費税の転嫁を阻害
する行為の是正等に関する特別措
置法案」の閣議決定について

公正取引
委員会

昨年８月に成立した「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の
抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律」
（平成24年法律68号）を踏まえ、消費税率の引上げに際し消費税の
円滑かつ適正な転嫁を確保する観点から、消費税の転嫁を阻害す
る行為の是正等に関して所要の特別措置を講じるもの。

―

経理用語の豆知識

方
向
感
を
変
え
て
し
ま
っ
た
。
何
と

も
不
思
議
な
感
じ
が
す
る
が
、
と
に

か
く
現
状
を
み
れ
ば
、
安
倍
首
相
の

功
績
を
評
価
し
な
い
わ
け
に
は
い
か

な
い
。
す
で
に
国
民
は
高
水
準
の
内

閣
支
持
率
で
も
っ
て
首
相
へ
の
評
価

を
表
し
て
い
る
。
内
閣
発
足
後
、
そ

の
支
持
率
が
急
上
昇
す
る
ケ
ー
ス
は

き
わ
め
て
珍
し
い
。

新
年
度
入
り
は
す
な
わ
ち
３
本
の

矢
が
実
際
に
放
た
れ
る
こ
と
を
意
味

す
る
。
金
融
緩
和
で
は
、
極
め
て
異

例
の
選
択
に
よ
っ
て
登
場
し
て
き
た

黒
田
日
銀
が
動
き
出
す
。
本
当
に
事

前
の
口
上
ど
お
り
の
超
緩
和
を
実
行

で
き
る
の
だ
ろ
う
か
、
内
外
の
マ
ー

ケ
ッ
ト
は
新
総
裁
の
一
挙
一
動
を
み

つ
め
て
い
る
。

財
政
出
動
は
公
共
事
業
の
復
活
が

焦
点
だ
。
24
年
度
の
補
正
予
算
、
25

年
度
の
本
予
算
と
相
当
の
手
当
て
が

な
さ
れ
た
。こ
れ
が
動
き
出
し
た
時
、

市
場
は
ど
う
評
価
す
る
だ
ろ
う
か
。

関
係
閣
僚
の
発
言
な
ど
で
旧
態
依
然

の
自
民
党
と
い
う
評
価
が
ぶ
り
返
す

可
能
性
も
な
く
は
な
い
。

成
長
戦
略
は
ま
だ
こ
れ
か
ら
で
あ

る
。
会
議
の
連
続
で
ま
だ
こ
れ
と

い
っ
た
話
は
聞
か
れ
な
い
。
現
在
、

世
界
的
な
金
融
緩
和
競
争
が
始
ま
っ

て
い
る
。
ど
こ
の
国
も
自
国
通
貨
高

回
避
に
懸
命
で
あ
る
か
ら
だ
。
現
在

の
世
界
同
時
株
高
は
金
融
緩
和
の
せ

い
で
あ
ろ
う
。
株
式
市
場
は
金
融
相

場
で
あ
る
と
考
え
る
と
、
い
ろ
い
ろ

な
こ
と
が
納
得
さ
れ
る
。
金
融
相
場

は
業
績
相
場
へ
発
展
し
て
い
か
な
け

れ
ば
長
続
き
し
な
い
。
つ
ま
り
、
企

業
収
益
の
増
加
、
上
方
修
正
が
実
現

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。

各
国
が
同
じ
よ
う
に
金
融
緩
和
を

実
施
す
る
の
だ
か
ら
、
為
替
相
場
は

や
が
て
変
化
し
な
く
な
る
、
円
安
も

ス
ト
ッ
プ
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。
そ

の
時
、
１
ド
ル
何
円
で
落
ち
着
く
の

だ
ろ
う
か
、
こ
れ
が
今
後
大
き
な
問

題
に
な
っ
て
く
る
。

安
倍
政
権
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
参
加
を

表
明
し
た
。
夏
に
は
参
議
院
選
挙
が

あ
り
、
ま
た
中
国
、
韓
国
、
北
朝
鮮

な
ど
近
隣
諸
国
と
の
関
係
も
予
断
を

許
さ
な
い
。
順
調
す
ぎ
る
ゆ
え
に
波

乱
材
料
は
何
か
と
い
う
こ
と
を
真
剣

に
考
え
る
の
で
あ
る
。

お
詫
び
と
訂
正

２
０
１
３
年
４
月
１
日
号（
№

１
３
４
３
）目
次
お
よ
び
41
頁
の

掲
載
内
容
に
誤
り
が
ご
ざ
い
ま
し

た
。
関
係
者
お
よ
び
読
者
の
皆
様

に
謹
ん
で
お
詫
び
申
し
上
げ
る
と

と
も
に
、
次
の
よ
う
に
訂
正
さ
せ

て
い
た
だ
き
ま
す
。

◆
訂
正
箇
所

目
次
お
よ
び
41
頁
の「
平
成
25

年
度
３
月
期
の
税
務
申
告
チ
ェ
ッ

ク
ポ
イ
ン
ト
」の
著
者
名

（誤）　

税
理
士
法
人
ト
ー
マ
ツ 

税

理
士 

前
田 

芳
人

（正）　

税
理
士
法
人
ト
ー
マ
ツ 

税

理
士 

前
田 

芳
斗

関連当事者

関連当事者との取引は、通常の取引過程において行われ
ることが多い。財務諸表の重要な虚偽表示リスクは、関連当
事者以外の第三者との同様の取引と変わらないと考えられる。
しかし、ある状況においては、関連当事者との関係および関
連当事者との取引の内容によって、財務諸表の重要な虚偽表
示のリスクが第三者との取引の場合よりも高くなることがある。
たとえば、①複数の関連当事者が存在する場合には相互の
関係や所有構造が広範で複雑となる、②情報システムが関連
当事者との取引を識別し債権債務残高を集計するうえで有効
でない場合がある、③関連当事者との取引が無償または低廉
な価格で実行される等、正常な取引条件で実行されない場合
がある。
関連当事者に関しては、関連当事者との関係や取引が開

示されない可能性があるため、職業的専門家としての懐疑心
を保持して監査計画を策定し監査手続を実施することが特に
重要である。

四半期決算の有価証券減損処理の取扱い

四半期財務諸表は原則として年度決算に適用される会計
処理の原則および手続に準拠して作成しなければならないた
め、減損処理は四半期においても実施される。また、減損処
理を行った場合、当該銘柄の帳簿価額を時価により付け替え
て取得原価を修正することになるため、年度決算で行った減
損処理について評価損計上の洗替処理は行われない一方、
四半期会計期末における減損処理について四半期切放し法
の他に四半期洗替法の適用を認めている。
ただし、四半期決算等において時価を把握することが極め

て困難と認められる株式等について減損処理を実施した場合
には、年度決算等に洗替処理を行うにあたり、①年度決算等
において財政状態の改善等が明らかになっている場合を除き、
四半期決算等において行った減損処理を年度決算等で戻入
処理することは慎重でなければならない、②時価のある債券
については通常は時価が回復する見込みがあるとは認められ
ない、とされている。


